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１ 【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

平成28年５月23日付で提出いたしました有価証券届出書(訂正を含む)について、平成28年６月10日及び平成28年６

月20日付で臨時報告書を東海財務局長に提出したこと、また、最近の業績の概要について一部訂正事項が判明したこ

とに伴い、これらに関連する事項を訂正するため、有価証券届出書の訂正届出書を提出するものであります。

 
２ 【訂正事項】

第三部　追完情報

　２．臨時報告書の提出

　３．最近の業績の概要について

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　罫で示してあります。
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第三部 【追完情報】

２．臨時報告書の提出

(訂正前)

 
「第四部　組込情報」の有価証券報告書の提出日以降本有価証券届出書提出日(平成28年５月23日)までの間にお

いて、下記の臨時報告書を提出しております。

＜後略＞　

 
(訂正後)

　

「第四部　組込情報」の有価証券報告書の提出日以降本有価証券届出書の訂正届出書提出日(平成28年６月21日)

までの間において、下記の臨時報告書を提出しております。

＜後略＞　

 
(平成28年６月10日提出)

１　提出理由

当社の金融商品取引法第193条の２第１項及び第２項の監査証明を行う監査公認会計士等が、来年度異動することと

なったため、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４に基づ

き、本臨時報告書を提出するものであります。

　

２　報告内容

（1） 退任する監査公認会計士等の名称

かがやき監査法人

　

（2） 異動の年月日

平成28年６月28日 (第85期定時株主総会開催予定日)

　

（3） 退任する監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日

平成27年６月26日

　

（4） 退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等又は内部統制監査報告書における意見等に関

する事項

該当事項はありません。

　

（5） 異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

当社の会計監査人であるかがやき監査法人は、平成28年６月28日開催予定の第85期定時株主総会終結の時を

もって任期満了となり、来年度の監査及び四半期レビュー契約を締結しない旨の申出を受けたことによります。

　

（6） 上記(5)の理由及び経緯に対する監査報告書等又は内部統制監査報告書の記載事項に係る退任する監査公認会計

士等の意見

特段の意見はない旨の回答を得ております。

　

（7） 後任の監査公認会計士等の選任

本件に伴い、当社の会計監査人が一時不在となりますが、後任の一時会計監査人の選定を行っておりますの

で、決まり次第臨時報告書を提出いたします。
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(平成28年６月20日提出)

１　提出理由

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項及び第２項の監査証明を行う監査公認会計士等の異動に関し、当社の監査

公認会計士等の異動があり、平成28年６月20日開催の監査役会において、一時会計監査人の選任を決議いたしましたの

で、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４に基づき、本臨

時報告書を提出するものであります。

　

２　報告内容

（1） 異動に係る監査公認会計士等の名称

監査公認会計士等となる者（一時会計監査人）　監査法人アリア

　

（2） 異動の年月日

平成28年６月28日（予定）

　

（3） 異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

当社の監査公認会計士等であるかがやき監査法人が、平成28年６月28日開催予定の第85期定時株主総会終結の

時をもって任期満了となり退任することとなりました。これに伴い、監査公認会計士等が不在となる事態を回避

し、適正な監査業務が継続的に実施される体制を維持するため、新たな監査公認会計士等の選任を進め、平成28

年６月20日開催の監査役会において、監査法人アリアを一時会計監査人に選任いたしました。

なお、かがやき監査法人からは、十分な引継ぎがなされる旨の確約をいただいております。
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３．最近の業績の概要について

　

(訂正前)

　(4) 退職給付に係る会計処理の方法

当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。

　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法を用いた簡便法を適用しております。なお、会計基準変更時差異については、15年による均等額を費用処理して

おり、当連結会計年度末で処理を終了しております。　

(訂正後)

当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。

　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法を用いた簡便法を適用しております。

(訂正前)

(連結貸借対照表関係)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 2,760,593 千円 2,879,138 千円
 

　

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

財団抵当に供されている資産

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

定期預金 250,450千円  (　　 ―　千円) 250,457千円  (      ―千円)

建物 582,280千円  ( 200,751千円) 501,673千円  ( 111,686千円)

機械及び装置 53,231千円  (  49,982千円) 47,224千円  (  14,892千円)

土地 617,947千円 ( 127,387千円) 604,506千円  (  60,096千円)

計 1,503,910千円 ( 378,121千円) 1,403,861千円  ( 186,675千円)
 

　

担保付債務

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

短期借入金 1,375,000千円  (1,375,000千円) 1,200,000千円  (1,200,000千円)

１年内返済予定の長期借入金 563,852千円  ( 527,621千円) 399,723千円  ( 362,203千円)

長期借入金 1,010,378千円 ( 641,337千円) 947,334千円  ( 615,804千円)

計 2,949,231千円 (2,543,958千円) 2,547,057千円  (2,178,007千円)
 

 

上記のうち、（　）内書は工場財団抵当並びに当該債務を示しております。　
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(訂正後)

(連結貸借対照表関係)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 2,760,593 千円 2,859,156 千円
 

　

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

財団抵当に供されている資産

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

定期預金 250,450千円  (　　 ―　千円) 250,457千円  (      ―千円)

建物 582,280千円  ( 200,751千円) 527,125千円  ( 137,138千円)

機械及び装置 53,231千円  (  49,982千円) 47,224千円  (  14,892千円)

土地 617,947千円 ( 127,387千円) 604,506千円  (  60,096千円)

計 1,503,910千円 ( 378,121千円) 1,429,313千円  ( 212,127千円)
 

　

担保付債務

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

短期借入金 1,375,000千円  (1,375,000千円) 1,200,000千円  (1,200,000千円)

１年内返済予定の長期借入金 563,852千円  ( 527,621千円) 399,723千円  ( 362,203千円)

前受金 ―　千円 (    ―　千円) 36,753千円 (    ―　千円)

長期借入金 1,010,378千円 ( 641,337千円) 947,334千円  ( 615,804千円)

計 2,949,231千円 (2,543,958千円) 2,583,811千円  (2,178,007千円)
 

 

上記のうち、（　）内書は工場財団抵当並びに当該債務を示しております。　
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(訂正前)

(連結損益計算書関係)

※２ 期末たな卸高は収益性の低下による簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価額が売上原価に含まれており

ます。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

売上原価 22,652千円 12,082千円
 

 

(訂正後)

(連結損益計算書関係)

※２ 期末たな卸高は収益性の低下による簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価額が売上原価に含まれており

ます。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

売上原価 22,652千円 83,838千円
 

　

(訂正前)

※８ 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　

場所 用途 種類 減損損失

本社 賃貸工場 機械装置及び建物等 95,707千円

本社 飲食店 機械装置及び土地等 22,522千円
 

 

当社グループは、原則として、事業用資産については報告セグメントを基準としてグルーピングを行っております。

上記の資産グループの事業用資産については、営業損益が悪化し短期的な業績回復が見込まれないことにより、帳簿

価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上いたしました。

その内訳は、建物及び構築物51,693千円、機械装置他53,094千円、土地13,441千円であります。

なお回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は不動産鑑定評価額に準ずる評価額に基づき算

定しております。

 

(訂正後)

※８ 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　

場所 用途 種類 減損損失

本社(岐阜県垂井町) 賃貸工場 機械装置及び建物等 95,707千円

本社(岐阜県垂井町) 飲食店 機械装置及び土地等 22,522千円
 

 

当社グループは、原則として、内部管理上採用している事業を基準としてグルーピングを行っております。

上記の資産グループの事業用資産については、営業損益が悪化し短期的な業績回復が見込まれないことにより、帳簿

価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上いたしました。

その内訳は、建物及び構築物51,693千円、機械装置他53,094千円、土地13,441千円であります。

なお回収可能価額は主として不動産鑑定評価額に基づく正味売却価額によっております。
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